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いつもお世話になっております。 
 
春の陽気が待ち遠しい今日この頃、いかがお過ごしですか。 
それでは、今月の事務所だよりをお届けします。 

3/10 
●2 月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付 
3/16 
●前年分贈与税の申告 
●前年分所得税の確定申告 
●所得税確定損失申告書の提出 
●前年分所得税の総収入金額報告書の提出 
●確定申告税額の延納の届出書の提出 
●個人の青色申告の承認申請 
●個人の道府県民税、市町村民税、事業税(事業所税)の申告 
●国外財産調書の提出 
3/31 
●個人事業者の前年分の消費税・地方消費税の確定申告 
●1 月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・(法人事
業所税)・法人住民税＞ 
●1 月、4 月、7 月、10 月決算法人及び個人事業者(前年 12 月分)の 3 月ごとの期
間短縮に係る確定申告 
＜消費税・地方消費税＞ 
●法人・個人事業者(前年 12 月分及び 1 月分)の 1 月ごとの期間短縮に係る確定申
告＜消費税・地方消費税＞ 
●7 月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民
税＞（半期分） 
●消費税の年税額が 400 万円超の 4 月、7 月、10 月決算法人の 3 月ごとの中間
申告＜消費税・地方消費税＞ 
●消費税の年税額が 4,800 万円超の 12 月、1 月決算法人を除く法人の 1 月ごと
の中間申告(11 月決算法人は 2 か月分)＜消費税・地方消費税＞ 
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通信５Ｇサービス開始と規格競争の行方 その１ 
  
2020 年春から、次世代通信規格「5G」のサービスが開始されます。すでに米国や韓国では始まっており、ようやく日
本でも開始されます。 次世代の 5G はあらゆるものを一変させるといわれています。特徴は、「超高速・大容量」、
「超低遅延」、「多数同時接続」といったことが挙げられます。多数同時接続とは、同時に多数の端末を使えるように
なることを指します。結果、あらゆるモノがインターネットにつながる社会が実現します。 

これまで、インターネットには、PC やスマホ、テレビなどがつながっていましたが、今後は、洗濯機、冷蔵庫など
の家電や自動車、さらには時計や洋服、テニスラケットといった身の回りのものまでが繋がるようになります。 

「超高速・大容量」「超低遅延」の特徴を活かしたものには、映像やゲームがあります。近年、YouTube によるゲ
ーム実況が人気を博していますが、将来は、視聴者は YouTube で他者のプレーを観るだけでなく、リアルタイムで自
由にゲームへ参加できるようになります。 また、これまでの仮想現実（VR）は乗り物酔いに近い症状（VR 酔い）が
生じてしまい、今ひとつ普及しませんでした。が、5G の超低遅延の技術により、VR 酔いが解消され急速に広まる可能
性も出てきました。（つづく） 

◆企業版ふるさと納税って何？ 

  ふるさと納税と聞くと、「何か会社のお金を寄附して、おいしい物 
がもらえそうだな」と思う方もいらっしゃるかもしれませんね。残念 
ながら、企業版ふるさと納税は寄附によって経済的な利益を受けるこ 
とは禁止されているので、お礼の品が貰える訳ではありません。 

  企業版ふるさと納税は地方公共団体が企画する地方創生の取組に対して、志のある企業が寄附をし
て、地方活性化を応援することを目標にしています。地方公共団体が計画する取組を調べて「これを支
援したい」と思う取組について、資金を提供するようなイメージとなります。 

 
 
◆令和２年税制改正で税額控除額がアップ 
  令和元年度までは寄附額の最大 6 割程度が税額控除（損金算入分約 3 割、特例税額控除最大 3 割）と

なっていたものを、約 9 割まで税額控除となるようにして、令和 6 年度まで 5 年間延長される予定で
す。 

  また、地方公共団体側にも使いやすいように、国の補助金・交付金の併用可能範囲の拡大や、地域再
生計画の認定を受けた後であれば、寄附金額の目安の範囲内で事業費確定前の寄附の受領が可能といっ
た変更が加えられています。 

 
 
◆企業にどんなメリットがあるか 
  先に述べた通り、寄附金は税額控除となるものの、支払額と比べて約 9 割までしか税金が減りません

から、実質的な節税効果はありません。 
  また、直接的な経済的利益を受け取れるわけではありませんが、自治体が展開したい事業を上手く選

定すれば、人材育成や、環境整備等、その地域を活性化することにより、その地域でサービス展開をし
ている、もしくは考えている企業であれば、今後の経営にプラスになることもあるはずです。ただし、
本社所在の地方公共団体への寄附は対象になりませんのでご注意ください。 

  経済的利益の供与は禁止されていますが、「感謝状の贈呈」「寄附活用事例の紹介にあわせて、企業
名の紹介」「施設への銘板等の設置」「記念品の贈答」といった一般的な表彰行為は OK となっている
ため、事業にプラス効果は無くとも、企業のイメージアップには貢献はできそうです。 

企業版ふるさと納税の拡充 
＜税務/会計トピックス＞ 
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「スマホで確定申告」の拡充 
 
◆スマートフォンで申告書作成ができる 

 国税庁では去年から、スマートフォン専用画面を所得税

の確定申告書作成サイトで展開しています。去年は「給与

は１か所からで年末調整してなければダメ」「医療費控除

と寄附金控除しか所得控除が入れられない」などと、制約

が多すぎて、サラリーマンの方でも「これじゃ申告書が作

れない」と感じた方が多かったかもしれません。 

 今年はそんな声を意識してか、給与所得については年末調整していないものにも、複数箇所からの支給に

も対応、さらに年金や雑所得・一時所得にも対応してきました。また、所得控除に関してはすべての控除に

対応しています。これで、年末調整でうっかり出すのを忘れてしまった生命保険料の控除もスマホ申告可能

です。 

 

◆e-Tax 利用方法は去年と同じ２パターン 

 スマホから作成した確定申告書は PDF で出力されるので、印刷して郵送・税務署に持ち込みで申告もで

きますが、そのまま電子的に申告できる e-Tax の利用も可能です。スマホにカードリーダライタ機能がつい

ていれば、マイナンバーカードを読み込むことによって申告が可能です。 

 また、リーダライタ機能がない場合は、税務署で発行してもらえる、ID とパスワードがあれば e-Tax が

可能になります。このあたりの方式は去年と変更はありません。 

 

◆残念ながらできないこともある 

 事業所得や不動産所得があったり、住宅借入金等特別控除の初年度の申告や分離課税の申告がある場合

は、スマホ専用画面で作成作業が行えません。質問に答えてゆくと、スマホ専用画面でなく、PC の申告書

作成画面が出てきますが、スマホでの操作ではものすごく使いにくいので、

あまりお勧めできません。 

 スマホ専用画面が出ないものに関しては、どうしても入力は多岐にわたり

複雑ですし、参照すべき資料も多くなってきます。素直に PC で作成する

か、税理士に依頼することも視野に入れたほうがいいでしょう。 
 

 
 
 

  


